
・電波の監視等に必要な経費（総務省）

・総合無線局監理システムの構築と運用（総務省）

・電波資源拡大のための研究開発等（総務省）

平成２９年１１月１５日

行政改革推進本部事務局

説明資料

電波利用



電波利用料を財源とする事業の予算額の推移
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平成２８年度当初予算 平成２９年度当初予算額 平成３０年要求額

電波の監視等に必要な経費

総合無線局監理システムの構築と運用

電波資源拡大のための研究開発等

電波遮へい対策事業（トンネル）

無線システム普及支援事業（地上デジタル放

送への円滑な移行のための環境整備・支援）

IoT機器等の電波利用システムの適正利用のた

めのICT人材育成

４Ｋ・８Ｋ普及促進等のための衛星放送受信

環境整備に関する支援等

公衆無線ＬＡＮ環境整備支援事業

その他

（億円） （出典）平成２９年度行政事業レビューシートのデータにより作成



特定周波数終了対策業務

電波利用財源の歳出予算・決算の推移
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電波監視
総合無線局監理システム

技術試験事務

電波遮へい対策事業費等

特定周波数変更対策業務

電波資源拡大のための研究開発
無線システム普及支援事業

無線システム普及支援事業（拡充）
国際競争力強化

無線システム普及支援事業
電波のリテラシー向上
地デジ受信器購入等対策

防災用デジタル無線
システムの整備支援

民法ラジオ難聴解
消支援事業

IoT機器等の電波利用システムの
適正利用のためのＩＣＴ人材育成

４Ｋ・８Ｋ普及促進等のための衛星
放送受信環境整備に関する支援等
公衆無線ＬＡＮ環境整備支援事業

（億円）



成果目標の例について

■「電波監視等に必要な経費」における成果目標

■「総合無線局監理システムの構築と運用」における成果目標

３

％

良好な電波利用環境の維
持を図るため、重要無線通信
妨害の措置率100%を目指
す。（前年比同率）
※措置とは、申告を受け、
確認、現地調査、告発及び行
政指導を行う一連の対応をい
う。

重要無線通信妨害の措置率

中間目標
定量的な成果目標

％成果実績

目標値

成果指標 単位

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

％

-

100

-

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

100 100

100

100 100

100

100 -

100

-

達成度

100

31

100

年度 年度-

28 年度
26年度 27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

75.5 77.5 69.5 - 74.6

- - -

- - - - 102.2

- 73

電子申請率（無線局の免許
／再免許申請等）の向上（政
府目標：73%（平成26年度か
ら28年度までの3ヶ年度平
均））

無線局の免許/再免許等の
電子申請率

成果実績 ％

目標値

成果指標 単位

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） ％

定量的な成果目標

達成度 ％



平成29年度以降に新規に実施されている事業について

■電波の監視等に必要な経費

４

事業名 平成２９年度予算額 平成３０年度要求額

小型モニタリングセンサ ３．０億円 ５．５億円

メッシュ型電波監視設備 ３．０億円 ２．５億円

上空からの電波監視 １．０億円 ２．０億円

短波 海外センサ ― ７．４億円

事業名 平成２９年度予算額 平成３０年度要求額

５Ｇ総合実証 ２５．１億円 ３２．５億円

５Ｇ普及・展開のための基盤技術に関する研究開発 ― ６．０億円

Ｋａ帯広帯域デジタルビームフォーミング機能による周
波数利用高効率化技術の研究開発

１０．０億円 １０．０億円

■電波資源拡大のための研究開発等



５Ｇ総合実証（平成２９年度）の概要

５

実施主体 主なパートナー 概要 主な実施場所 技術目標

Ⅰ 株式会社ＮＴＴドコモ

・東武タワースカイツリー
株式会社
・綜合警備保障株式会社
・和歌山県

・高臨場・高精細の映像コンテンツ配
信や広域監視、総合病院と地域診
療所間の遠隔医療に関する実証

・東京都（東京スカイ
ツリータウン周辺）
・和歌山県

ユーザ端末５Ｇｂｐｓ
の超高速通信の実現

※基地局あたり１０Ｇ
ｂｐｓ超

Ⅱ
エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ株式会
社

・東部鉄道株式会社
・株式会社インフォシティ

・高速移動体（鉄道、バス）に対する
高精細映像配信に関する実証

・栃木県（東部スカイ
ツリーライン・日光線
沿線）
・静岡県

高速移動時における

２Ｇｂｐｓの高速通信の
実現

Ⅲ ＫＤＤＩ株式会社
・株式会社大林組
・日本電気株式会社

・建機の遠隔操作など、移動体とのリ
アルタイムな情報伝送に関する実
証

・埼玉県
１ｍｓ（無線区間）の
低遅延通信の実現

Ⅳ
株式会社国際電気通
信基礎技術研究所

・那覇市
・京浜急行電鉄株式会社

・屋内スタジアムでの自由視点映像
の同時配信や鉄道駅構内における
高精細映像の収集配信に関する実
証

・沖縄県

・東京都（羽田空港国
際ターミナル駅）

ユーザ端末５Ｇｂｐｓ
の超高速通信の実現

※基地局あたり１０Ｇ
ｂｐｓ超

Ⅴ ソフトバンク株式会社
・先進モビリティ株式会社
・ＳＢドライブ株式会社

・トラックの隊列走行、車両の遠隔監
視・遠隔操作に関する実証

・山口県
１ｍｓ（無線区間）の
低遅延通信の実現

Ⅵ
国立研究開発法人情
報通信研究機構

（今後公募により選定）

・生産から消費までの物流管理や在
庫管理、自由な働き方を実現するス
マートオフィスやテレワークに関する
実証

・北海道
・大阪府

１００万台/㎢の多数
同時接続の実現

（出典）総務省「平成29年版 情報通信白書）注：2017年５月16日時点での実施内容



（参考）規制改革推進会議における議論

■平成２９年９月１１日 規制改革推進会議決定「当面の重要事項 ーチャレンジを阻む岩盤
規制を打ち破るー」（抄）

Ⅰ 年内を目途に解決の道筋を示すべき重要事項
２．技術革新や新需要への機動的対応に向けた電波割当制度の改革

官民の電波利用状況に関する情報開示の充実、電波利用料体系の再設計など、より有
効に電波を利用する者に対し機動的に再配分するためのルールづくり

■平成２９年１０月３０日 規制改革会議投資等ＷＧ 規制改革推進室提出資料
「電波割当制度の改革（これまでのヒアリング等で示された論点）」（抄）

具体的措置
１．制度の改革
（４）利用料体系の見直し

・放送と通信の負担の公平性の在り方
・経済的価値に基づく負担
・公共部門での利用料徴収
・収入の使途の見直し

６



主な論点

● 成果目標が適切に設定されているか。

● 成果が十分に上がっているか、上がっていない場合はその原
因をしっかり分析し、改善が図られているか。

● 不要不急の事業が行われていないか。

７


